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志太広域事務組合志太消防本部の概要と位置及び地勢 

 

【志太広域事務組合の概要】 

 志太広域事務組合は、藤枝市、焼津市が、快適で住みやすい地域づくりのための事

業を共同で行うことを目的として設立された一部事務組合です。 静岡県のほぼ中央

に広がる志太平野に位置する二市は、歴史的にも文化的にも深いつながりを持ってき

ました。現在も、産業や観光、物流などの様々な分野で密接に結びついています。 

この二市が連携をとりながら各種事業を推進することは、事業の効率的な運営を図

るうえで、大きな効果があります。 昭和４７年６月に「志太二市二町環境整備組合」

として設立し、当初は、ごみ処理施設等の環境施設整備が中心でしたが、昭和 63 年

９月、「志太広域事務組合」に名称変更し、平成２年４月から静岡県中部看護専門学校

の運営開始、平成２５年３月３１日には、藤枝市・焼津市の消防救急が一つになり、

志太消防本部が発足しました。またソフト事業としては、地域の広域振興事業等さま

ざまな事業も積極的に展開しています。 

 

【位置及び地勢】 

藤枝市、焼津市は、静岡県のほぼ中央に位置し、秀麗な富士山と駿河湾を望み、豊

かな自然と温暖な気候に恵まれた地域であります。  

藤枝市は、山間部から市街地を貫くように瀬戸川が流れ、古くから茶産地を形成し、

江戸時代には東海道五十三次の岡部、藤枝宿を中心に栄え、さらに藤枝大祭、朝比奈

大龍勢など伝統的行事などが残されているまちであります。また、市民の情熱の象徴

とも言えるサッカーのまちとして全国に知られ、多くのプロ選手を輩出しております。

「元気共奏、飛躍ふじえだ」を基本理念として、暮らしやすい、訪れやすい、活動し

やすい、そして藤枝に住んでみたいと選ばれるように、みんなの笑顔あふれる「元気

なまち藤枝」を目指しています。 

焼津市は大井川河口の左岸に位置し、高草山、大崩海岸などの景勝地に加え、水産

業を基幹産業に、水産の町として発展し、焼津漁港は現在でも全国有数の水揚げ高を

誇っています。将来都市像である「やさしさ 愛しさ いいもの いっぱい 世界へ

拡げる 水産文化都市 YAIZU」は、多くの市民の皆様の思いが込められたものであ

り、これを長く大事にしていくとともに、この実現に向けたまちづくりを「オール焼

津」で取り組んでいます。  
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【藤枝市・焼津市の位置】               （令和５年４月１日現在） 

 面 積 

(K㎡) 

人 口 

(人) 

世帯数 

 (世帯) 

藤枝市 194.06 141,857 61,276 

焼津市 70.31 136,623 59,636 

合 計 264.37 278,480 120,912 

 

【常備消防位置】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

藤 枝

焼 津

消防本部 

藤枝消防署 

大井川分署 

東分署 

南分署 

焼津消防署 

北分署 

所在地 

◎消防本部         

住所：静岡県藤枝市稲川 200 番地の 1 

電話：054-641-5000 

 

◎藤枝消防署        

住所：静岡県藤枝市稲川 200 番地の 1 

電話：054-641-1878 

 

◎藤枝消防署南分署     

住所：静岡県藤枝市田沼 3 丁目 11 番 22 号 

電話：054-635-1444 

 

◎藤枝消防署北分署 

 住所：静岡県藤枝市横内 515 番地の 8 

  電話：054-643-9991 

 

◎焼津消防署        

住所：静岡県焼津市石津 728 番地の 2 

電話：054-623-2527 

 

◎焼津消防署東分署    

住所：静岡県焼津市焼津 6 丁目 5 番 18 号 

電話：054-628-4188 

 

◎焼津消防署大井川分署   

住所：静岡県焼津市宗高 909 番地の 1 

電話：054-622-2441 
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令和５年４月1日現在

はしご車

化 学 車

大型水槽車 防火水槽 479基 総数 20,546基

支 援 車

救助工作車

計 47件 出動件数 出動件数 63件 1位 たばこ

藤枝市 25件 搬送件数 活動件数 48件 2位 こんろ

焼津市 22件 搬送人員 救助人員 43件 3位 その他

6回

297人

1回

19人

1回

計 10,541件 製造所 20人 計 66回

藤枝市 5,210件 貯蔵所 防災管理 1回 保育園 29回

焼津市 5,331件 取扱所 講習 10人 幼稚園 37回

  志太消防本部一目統計

消防団員数

194.06k㎡

合計

職員1人あたり

焼津市

※気象、火災、119番通報及び火災原因については、年統計の件数を示す。

1億4,167万円

2

4

合計 268人

男性職員 259人

女性職員     9人

平均年齢 38.6歳

１１９番通報

16,446件

・総務省 消防庁

・静岡県 航空隊

・静岡県 消防学校

・焼津市 地域防災課

・藤枝市 大規模災害対策課

水槽付消防ポンプ車 7台(1)

消防ポンプ車　　　 4台(1)

(  )は非常用消防ポンプ車

面積・人口等
自然環境

管轄面積 人　　口 世　　帯 気　　象

前年比1,828人減

職員派遣先

総降水量　2,038㎜

年平均湿度　74.1％

264.37k㎡

前年比1,369世帯増

焼津市

藤枝市

合計

70.31k㎡

消防予算
構成・人員

消防費予算 署　所　数 消防職員数

27億2,990万円

予防

防火対象物数 防火管理講習会等

ポンプ車等 特殊車両等 救急車 消防水利

災害件数

火　　災 救　　急

救急車　　10台(2)

(  )は非常用救急車

危険物施設数 消防同意数

326件

救　　助

乙種新規

甲種

再講習

258件

744件

消防車両
水　　利

常備消防費 25億8,822万円

消防施設費

  14件

本署
（本部含む）

分署

11,210件

11,182件

2台

2台

1台

2台

2台

0.98㎢

人口

面積年平均気温　17.2℃

 59,636世帯

 61,276世帯

120,912世帯

136,623人

141,857人

278,480人

1,039人

※「職員 268人」については、派遣及び再任用職員を含む。

3,427人

平均年齢

1,093人
13分団 544人

18分団 549人

44.75歳

花火教室

回数

延べ人員

872回

火災原因

消防水利点検

合計

藤枝市

甲種新規

消 火 栓 4,706基

防火井戸    301基

12,262件

予算
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【消防のあゆみ】 

藤枝市消防本部 

   年 月                   沿  革                 

昭和２９年 ３月   藤枝町、青島町、葉梨村、高洲村、大洲村、稲葉村を合併し、市制施行。 

４月旧町村消防団を解団し、新たに６個分団２８個班制の藤枝市消防団を結 

成する。 

７月消防団第１分団に大型ポンプ自動車を配備し、１個班を増設、２９個班 

とする。 

１０月   従来の旧町村単位の分団を廃して１消防車を単位とし、２９個分団制に改編。 

新たに団本部を設置する。 

 

昭和３０年 ２月   瀬戸谷村の合併に伴い、瀬戸谷村消防団を編入し、３３個分団とする。 

 

昭和３２年 ４月   広幡村の合併に伴い、広幡村消防団を編入し、３５個分団とする。 

 

昭和３５年 ４月   消防本部及び消防署の設置に備えて、消防団の改編を行う。旧町村を分団に 

（ただし、藤枝地区・青島地区は２個分団制）１消防車をもって１個班とす 

る。１１個分団 ３０個班団員 ４５０名 

７月消防本部及び消防署を設置する。（藤枝市稲川１丁目９番２３号）   

職員１８名 消防ポンプ自動車２台 

昭和３８年 ７月   消防力の強化を図るため、職員７名を増員し２５名となる。 

 

昭和４１年 ９月   消防署所属の消防ポンプ自動車１台を消防団に配置替えをし、新たに 1,800 

㍑水槽付消防ポンプ自動車 1 台を購入し、消防署に配備する。 

９月   消防力拡大のため、職員４名を増員し２９名となる。 

１２月   救急車１台を購入配備し、救急業務を開始する。 

 

昭和４３年 ４月   救急業務開始に伴い、職員７名を増員し３６名となる。 

 

昭和４５年 ４月   駅南出張所の開設。消防ポンプ自動車２台を配備、職員１３名を増員し４９ 

名となる。 

１０月   駅南出張所の開設に伴い、消防団を１０個分団２７個班に改編し、団員定数 

４５２名を４２２名に減少する。 

 

昭和４６年 ４月   大井川町、岡部町救急業務を業務委託し、駅南出張所に救急車を配備し、職 

員５５名となる。 

 

昭和４７年 ４月   駅南出張所２台出動態勢確立のため、職員８名を増員し６３名となる。 

５月   日本損害保険協会より、消防ポンプ自動車１台を寄贈され、駅南出張所に配 

備する。 

 

昭和４８年 ４月   勤務体制の整備を図るため、職員３名を増員し６６名となる。 

４月   望楼監視勤務を廃止し、テレビ監視に切り替える。 

５月   化学消防ポンプ自動車１台を駅南出張所に配備する。 

 

昭和４９年 ３月   殿村食品株式会社より、救急自動車１台を寄贈され、本署に配備する。 

４月   消防本部に救急通信係を新設する。 

４月   職員４名を増員し７０名となる。 

４月   岡部町の消防業務の事務を受託する。なお、岡部町、大井川町の救急業務の 

事務を廃止する。 

１０月   東部出張所に配備する救急車を購入する。 
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   年 月                   沿  革                 

昭和４９年１２月   職員の条例定数を改正し、８１名とする。 

 

昭和５０年 ４月   東部出張所の開設。職員１１名を増員し８１名となる。 

７月   東部出張所開設に伴い、消防団を１０個分団２３個班に改編する。 

１０月   屈折はしご付消防ポンプ自動車を本署に配備する。 

１２月   職員の条例定数を改正し、９１名とする。 

 

昭和５１年 ４月   職員５名を増員し８６名となる。 

１０月   消防ポンプ自動車１台を東部出張所に配備する。 

 

昭和５２年 ３月   自治省消防庁長官より竿頭綬を授与される。 

４月   職員２名を増員し８８名となる。 

 

昭和５３年 ４月   職員３名を増員し８８名となる。（３名退職及び異動） 

      ７月   水槽付消防ポンプ自動車を本署に配備する。 

１２月   石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、人員輸送車（マイクロバス）及び広

報車を本署に配備する。 

 

昭和５４年 ４月   市役所へ１名異動し、職員４名を増員し９１名となる。 

７月   東名高速道路日本坂トンネル内車両火災に際し、救助活動に尽力したため、 

建設大臣より感謝状を授与される。 

１１月   指揮車を本署に配備する。 

 

昭和５５年 ２月   救急指令装置を設置する。 

１０月   化学消防ポンプ自動車を更新し、駅南出張所に配備する。 

１２月   職員の条例定数を改正し、９５名とする。 

 

昭和５６年 ４月   日本損害保険協会より、救急自動車１台を寄贈され、本署に配備する。 

４月   職員２名を増員し、９３名となる。 

４月   消防本部に危険物係、査察係、機械係を新設する。 

８月   藤枝製紙株式会社より、広報車２台を寄贈され、駅南出張所及び東部出張所 

にそれぞれ配備する。 

１２月   石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、消防ポンプ自動車を駅南出張所に配 

備する。 

 

昭和５７年 ９月   暴風雨による洪水に際し、一致団結し、水害の防止に活躍した功績に対し建 

設大臣より表彰をうける。 

９月   日本損害保険協会より、水槽付消防ポンプ自動車１台を寄贈され、本署に配 

備する。 

１１月   消防施設等整備費補助金を受け、小型動力ポンプ付水槽車を駅南出張所に配 

備する。 

１１月   石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、指揮車１台を本署に配備する。 

 

昭和５８年 ４月   職員１名を採用９３名となる。 

 ４月   駅南出張所及び東部出張所を南分署及び東分署と改称する。 

６月   藤枝バイパス谷稲葉トンネルにおける無線通信補助設備の便宜供与にともな 

う協定を締結する。 

１２月   石油貯蔵施設立地対策等補助金を受け、救急自動車１台を本署に配備する。 

 

昭和５９年 １月   老朽化した南分署の庁舎を改築し、併せて耐震強化を図る。 

２月   消防施設等整備費補助金を受け、消防ポンプ付救助工作車を本署に配備する。 
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   年 月                   沿  革                 

昭和５９年  ２月   藤枝市危険物安全協会より、査察広報車を寄贈され、本署に配備する。 

３月   自治省消防庁長官より表彰旗を授与される。 

      ４月   職員１名を採用９４名となる。 

９月   救急自動車１台を南分署に配備する。 

 

昭和６０年 ２月   石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、放水砲積載車１台を南分署に配備す 

る。 

８月   財団法人日本消防協会、日本船舶振興会より電源照明車１台を寄贈され、本 

署に配備する。 

 

昭和６１年 １月   石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、救急自動車１台更新し、南分署に配 

備する。 

２月   消防施設等整備費補助金を受け、消防ポンプ自動車１台を更新し、東分署に 

配備する。 

 

昭和６２年 ４月   市役所へ２名異動し、職員３名を採用し９５名となる。 

４月   静岡県消防相互応援協定が２１市４９町５村１４組合で締結される。 

 

昭和６３年 ２月   石油貯蔵施設立地対策等補助金を受け、広報車を１台を本署に配備する。 

      ４月   市役所へ２名異動し、職員２名を採用し９５名となる。 

４月   消防本部の機構改革を行い、管理課、予防課の２課４係を設置する。 

１２月   職員の条例定数を改正し、１０５名とする。 

 

平成 元年 ２月   石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、普通消防ポンプ自動車を更新し、消 

防団第７分団１班に配備する。 

４月   市役所へ１名異動し、職員４名を採用し９８名となる。 

６月   消防庁舎建設のため藤枝市土地開発公社より用地購入。 

７月   消防庁舎基本実施計画を、建築設計事務所に業務委託。 

１１月   消防庁舎建設用地土質調査を業務委託。 

１２月   普通消防ポンプ自動車を更新し、本署に配備する。 

１２月   新消防庁舎建設用地の造成工事。 

 

平成 ２年 ２月   消防設備保全㈱より、軽四トラックを寄贈され、南分署に配備する。 

３月   石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、救急自動車１台を更新し、本署に配 

備する。 

４月   市役所へ１名異動し、職員４名を採用し１０１名となる。 

１１月   新消防庁舎建設工事起工式 

 

平成 ３年 ３月   石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、小型動力ポンプ付水槽車を東分署に 

配備する。 

３月   救急自動車を更新し、本署に配備する。 

４月   市役所へ１名異動し、職員２名を採用し１０３名となる。 

７月   訓練塔 A 塔、B 塔の工事開始。 

８月   消防防災設備整備費補助金を受け、消防緊急通信指令施設を発注する。 

１２月      石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、消防用無線機１０W３台、１W４台 

を本署、両分署に配備する。 

 

平成 ４年 ３月   新消防庁舎、訓練塔及び消防通信指令施設が完成し、引渡しを受け、消防緊 

急通信指令施設通電式を行う。 

４月   新庁舎完成に伴い、藤枝市消防本部、消防署の住所を藤枝市稲川２００番地 

の１に変更し、業務を開始する。 
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   年 月                   沿  革                 

平成 ４年 ４月   消防職員２名を採用し１０５名となる。 

   消防本部の機構改革を行い、管理課に通信指令係、予防課に危険物係を設置 

する。 

１０月   消防防災設備整備費補助金を受け、３５ｍはしご付消防ポンプ自動車を本署 

に配備する。 

１２月   石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、広報車を更新し、本署に配備する。 

１２月   職員の条例定数を改正し、１１５名とする。 

平成 ５年 ４月   職員３名を採用し、１０７名（１名退職）となる。 

 

平成 ６年 ２月   消防防災設備整備費補助金を受け、化学消防ポンプ自動車を更新し、南分署 

に配備する。 

２月   石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、消防用無線機１０W３台、１W３台 

を本署・両分署のに配備する。 

２月   静岡県林野火災防御訓練が蓮華寺池公園で実施された。 

４月   職員４名を採用し、１１０名（１名退職）となる。 

４月   消防本部の機構改革を行い、通信指令課を設置し、３課６係となる。 

８月   社団法人日本損害保険協会より、水槽付消防ポンプ自動車１台を寄贈され、 

南分署に配備する。 

平成 ７年 １月   石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、消防用無線機１０W２台、１W３台 

を本署・両分署に配備する。 

２月   消防防災設備整備費補助金を受け、水槽付消防ポンプ自動車１台及び高規格 

救急自動車１台を更新し、本署に配備する。 

４月   職員５名を採用し、１１２名（２名退職、１名異動）となる。 

４月   ３市消防人事交流を図り、３名を派遣する。（焼津・島田） 

１１月   藤枝消防初の救急救命士（１名）が誕生する。 

平成 ８年 ２月   石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、広報車を更新し、東分署に配備する。 

４月   職員６名を採用し、１１４名（２名退職、２名異動）となる。 

１０月   職員の条例定数を改正し、１２５名とする。 

１１月   救急救命士１名が誕生し２名となる。 

 

平成 ９年 ３月   石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、広報車を更新し、南分署に配備する。 

４月   職員６名を採用し、１２０名（１名退職、１名本庁より）となる。 

４月   静岡県消防防災航空隊へ１名派遣する。 

８月   静岡県総合防災訓練が当市で行われ、夜間訓練を駅南多目的広場で、また、 

翌日の９月１日には、源助、大井川河川敷で火災防御を中心とした訓練が実 

施された。 

１０月   全国共通波無線基地局設備を設置する。 

１０月   救急救命士１名が誕生し、３名となる。 

１１月   救急救命士１名が誕生し、４名となる。 

 

平成１０年 ３月   大震火災対策施設等設備費補助金を受け、救助工作車を更新し、本署に配備 

する。 

３月   石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、消防指揮車を更新し、本署に配備す 

る。 

４月   職員４名を採用し、１２３名（１名退職）となる。 

１１月   救急救命士１名が誕生し、５名となる。 

１１月   静岡県防火のつどいが藤枝市民会館で行われた。 
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   年 月                   沿  革                 

平成１１年 ２月   石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、広報車を更新し、本署に配備する。 

２月市町村消防防災設備補助金を受け、高規格救急車１台を東分署に配備す 

る。 

４月   職員１名退職し、１２２名となる。 

４月   静岡県防災局緊急防災支援室へ１名派遣する。 

４月   消防本部の機構改革を行い、管理課庶務係を管理課管理係に改める。 

４月   消防団に女性消防隊発足（８名） 

１１月   救急救命士１名が誕生し、６名となる。 

 

平成１２年 ２月   石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、連絡車を更新し、南分署に配備する。 

４月   職員３名退職し、２名採用１２１名となる。 

４月   救助隊に水難救助班発足。 

１１月   救急救命士１名が誕生し７名となる。 

１１月   日本損害保険協会より水槽付消防ポンプ車の寄贈を受け、東分署に配備する。 

 

平成１３年 ２月   石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、広報車を更新し、本署に配備する。 

３月   市町村消防防災設備補助金を受け、消防ポンプ付大型水槽付車を更新し、南 

分署に配備する。 

４月   職員２名退職し、２名採用１２１名となる。 

４月   救急救命士１名が誕生し８名となる。 

４月   静岡県防災局緊急防災支援室の派遣を解き、藤枝市役所総務部市民安全課へ 

派遣する。 

 

平成１４年 １月   東分署改築工事の為、岡部町に仮分署を設置する。 

２月   石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、南分署救急車を更新し、高規格救急 

車を配備する。 

４月   救急救命士１名が誕生し、９名となる。 

７月   東分署庁舎建築工事起工式。 

１１月   救急救命士１名が誕生し、１０名となる。 

 

平成１５年 ３月   石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、消防用無線機１０W３台を本署、東 

分署に配備する。 

３月   東分署庁舎完成し、業務を開始する。 

４月   職員３名を採用、２名異動（３名退職）により、１２３名となる。 

４月   静岡県消防学校へ１名派遣する。 

１１月   救急救命士１名が誕生し、１１名となる。 

 

平成１６年 ２月   消防防災設備整備費補助金を受け、高規格救急車１台を更新し、本署に配備 

する。 

３月   石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、消防用無線機５W４台を本署・両分 

署に、空気呼吸器用ボンベ３本を本署に配備する。 

 

平成１６年 ４月   職員４名を採用（うち女性２名）､１名異動（２名退職）により１２６名（出 

向、派遣職員含む）となる。 

４月   静岡県防災局緊急防災支援室へ１名派遣する。 

１０月   救急救命士２名（内１名女性）が誕生し１３名となる。 

 

平成１７年 ３月   石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、消防用無線機５W４台を本署・両分

署に、空気呼吸器用ボンベ３本を本署に配備する。 

４月   職員２名を採用、1 名退職により１２７名（出向・派遣職員含む）となる。 

５月   救急救命士１名が誕生し１４名となる。 
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   年 月                   沿  革                 

１１月   救急救命士２名が誕生し１６名となる。 

 

平成１８年 ３月   石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、空気呼吸器用ボンベ８本、高圧充填 

機、集中配管用減圧器を本署に配備する。 

４月   消防本部の機構改革を行い、消防総務課に救急・救助担当を設置する。本署 

を中央消防に、南分署を南消防署に、東分署を東消防署にそれぞれ改称する。 

 

平成１９年 ３月   石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、消防用無線機５W４台、空気呼吸器 

用ボンベ４本を中央署に配備する。 

４月   職員３名を採用、１名異動、２名退職により１２７名（出向２名、派遣職員 

１名含む）となる。 

４月   静岡県防災局緊急防災支援室へ１名派遣する。 

５月   救急救命士１名が誕生し１７名となる。 

 

平成２０年 ２月   石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、消防用無線機５W１台１０W１台、 

ガス検知器１台、空気呼吸器用ボンベ５本を中央署に配備する。 

２月   災害支援車（多目的車両）を中央署に配備する。 

２月   職員の条例定数を改正し、１４０名とする。 

３月   消防団活動が地域住民の安全保持・向上に顕著な功績が認められ、消防庁長 

官から消防団等地域活動表彰を受章する。 

３月   通信指令システムの一部改修に併せ、発信地表示装置（ＮＴＴ・携帯・ＩＰ 

電話）を導入し、運用を開始する。 

４月   職員４名を採用､２名退職により１３２名（出向・派遣・臨時職員６名を含む） 

となる。 

４月   静岡県消防防災航空隊へ１名派遣する。 

５月   救急救命士１名が誕生し１８名となる。 

１０月   石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、空気呼吸器２基・空気呼吸器用ボン 

ベ６本を中央署に配備する。 

 

平成２１年 １月   藤枝市と岡部町の合併に伴い藤枝市・岡部町消防団を統合し、１団本部４方

面隊、１６個分団４０班に消防団組織を改編した。（岡部町の消防業務の受託

事務を廃止する。） 

１月   消防団員の条例定数を６０５名とする。 

      ２月   緊急消防援助隊設備整備費補助金の交付を受け、高規格救急車を更新し、東 

消防署に配備する。 

３月   石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、ガス検知器１台を南消防署に配備す 

る。 

４月   職員６名（うち女性１名）を採用、３名退職により１３５名（出向・派遣職 

員５名を含む）となる。 

６月   救急救命士２名が誕生し、２０名となる。 

６月   藤枝市危険物安全協会から保安指導車を寄贈され消防本部に配備する。 

９月   石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、空気呼吸器２基・空気呼吸器用ボン 

ベ４本を中央消防署に空気呼吸器用ボンベ２本を南消防署及び東消防署に配 

備する。 

 

平成２２年 ２月   ８号車を更新し中央消防署に配備する。 

２月   静岡県中部圏域消防救急広域化連絡会議において県中部７市町（静岡市、焼 

津市、藤枝市、島田市、牧之原市、吉田町、川根本町）の首長と県が枠組み 

を協議し、本市は焼津市と２市により広域化を進めることを決定した。 

３月   軽トラックを更新し南消防署に配備する。 
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   年 月                   沿  革                 

平成２２年 ４月   職員６名（うち女性１名）を採用、８名退職により１３２名（出向・派遣職 

員４名を含む）となる。 

５月   救急救命士１名が誕生し、２０名となる。 

６月   地域活性化・経済危機対策臨時交付金を受け、高規格救急車を更新し、中央 

署に配備する。 

８月   消防庁長官より、消防団救助資機材搭載型車両及び救助資機材の無償貸与を 

受け車両を１３分団１班に配備する。 

８月   石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、空気呼吸器４基、空気呼吸器用ボン 

ベ７本を中央消防署へ配備する。  

１２月   （財）日本損害保険協会より、小型動力ポンプ付軽積載車が寄贈され、15 分 

団 1 班へ配備する。 

 

平成２３年 １月   全国共済農業共同組合連合会静岡県本部より、高規格救急車が寄贈され南消 

防署に配備する。 

３月   東日本大震災の発生に伴い、静岡県緊急消防援助隊として７陣、合計５７名 

の職員を地震発生の３月１１日の当日から４月１日までの間、福島県に派遣 

し、生存者の検索・救急搬送を中心に活動した。 

４月   職員５名（うち女性１名）を採用、６名退職により１３１名（出向・派遣職 

員８名を含む）となる。 

５月   救急救命士３名が誕生し、２３名となる。 

６月   （財）日本消防協会の照会により、以前１５分団１班に配備した小型動力ポ 

ンプ付軽積載車１台を宮城県亘理町に無償譲渡した 

９月   石油貯蔵施設立地対策等交付金を受け、空気呼吸器３基、空気呼吸器用ボン 

ベ６本を中央消防署へ配備する。 

 

平成２４年 ２月   財団法人日本消防協会より多機能型車両（小型動力消防ポンプ）が交付され 

６分団２班に配備する。 

２月   １５分団２班の消防ポンプ自動車を更新。 

４月   職員８名を採用、８名退職により１３１名（出向・派遣職員１３名含む）と 

なる。 

５月   救急救命士３名が誕生し、２６名体制となる。 

 

平成２５年 ３月   消防・救急広域化により藤枝市消防本部解散。 
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【消防のあゆみ】 
焼津市消防本部 

   年 月                   沿  革                 

昭和２３年 ７月   消防組織法及び消防法の公布に伴い、自冶体消防としての焼津町消防団が発 

足する。 

 

昭和２６年 ３月   市制施行 焼津市初代消防団長 永井誠一氏 

 

昭和２８年１２月   東小学校講堂屋上に望楼を設置し、消防職員９人、消防車１台を配置し、常 

備消防の第１歩を踏み出す。 

 

昭和３０年 １月   焼津市新屋に焼津市消防本部と定員２２人の消防署を設置し、初代消防長に 

宮崎作次氏（消防長事務取扱助役）、初代消防署長に伊藤武雄氏が就任する。 

           消防団は小川町、和田村、大富村、東益津村４ケ町村の合併により改組され、 

１３個分団、団員５６３人となる。 

      ２月   ２代消防長に斎藤重五郎氏（消防長事務取扱助役）が就任する。 

      ３月   ２代消防団長に青島金太郎氏が就任する。 

 

昭和３２年 ４月   消防士９人を増員し、定員３１人となる。 

     １０月   ３代消防団長に池ヶ谷成三氏が就任する。 

 

昭和３３年 １月   ３代消防長に中野三郎氏（消防長事務取扱助役）が就任する。 

      ５月   消防士２５人を増員し、定員５６人となる。 

      ７月   小川新地旧６分団車庫跡に職員１２人で南分遣所を開設する。 

      ９月   焼津北に職員１２人で北分遣所を開設する。 

消防団機構の改革により、消防団を１５個分団に編成替えし、団員４３７人 

に改める。    

 

昭和３４年１０月   焼津市は財政再建整備により職員６人を減員し、定員５０人となる。  

 

昭和３５年１２月   ４代消防長に松永一雄氏（消防長事務取扱助役）が就任する。                                              

 

昭和３９年 ９月   欠員８人、休職１人の人員不足により南分遣所へ機関員２人を配置し、消防 

団第８分団員５人を緊急要員に依頼、暫定的に機関員駐在所とする。 

      ９月   署内拡声装置（ナースコール装置）１０回線を設置する。 

 

昭和４０年 ３月   超短波無線電話機（１４８．２１ＭＨＺ）基地局１局、移動局５局を装備す 

る。 

 

昭和４１年 １月   望楼回廊を屋根付ガラス張りに改良する。  

３月   ２代消防署長に小林五一氏が就任する。                        

６月   消防士７人増員し、実員４８人となり南分遣所へ１０人配置し、機関員駐在 

所を廃止、通常勤務を再開する。 

 

昭和４２年 ５月   消防法施行令の一部改正により、同年９月から救急業務を行わなければなら 

ない政令指定市となり、暫定措置で指令車を救急自動車の代替として警防員 

をもって救急業務を開始する。 

 

昭和４３年 １月   国庫補助事業で救急自動車１台を購入し、消防署に配置する。 
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   年 月                   沿  革                 

２月   焼津ロータリークラブから救急機材の寄贈を受ける。 

           酸素呼吸器（ミニットマン）１台及び予備ボンベ１本、空気呼吸器（ライフ 

ゼム５型）２台及び予備ボンベ２本 

      ４月   焼津市新屋７６の２（消防署庁舎東側）に救急車庫を増築する。 

           面積１階６６．５平方メートル、２階６６．５平方メートル 

      ４月   消防署通信室の電話交換機を更新し、２０回線紐共電式電話交換機１台を設 

置する。 

 

昭和４４年 １月   消防法第３５条の６第１項の規定により、東名高速道路の焼津ＩＣから静岡 

ＩＣまでの上り線内及び焼津ＩＣから吉田ＩＣまでの下り線内、隣接大井川 

町及び藤枝市、島田市分の救急業務の実施について静岡県  

           知事からの要請を受諾する。 

      １月   日本道路公団から救急自動車１台を貸与される。 

      １月   東名高速道路静岡・吉田間供用開始に伴い、静岡ＩＣ、吉田ＩＣ間の消防本 

部のある市町と消防組織法第２１条に基づいて「消防相互応援協定」を締結 

する。                          

      ２月   焼津市石津７２８番地の２に南分遣所を移設建設する。 

           鉄骨モルタル３階建、建築面積１５９．３平方メートル延べ面積４３０．４ 

平方メートル 

      ３月   小川新地の旧南分遣所から移転、業務を開始する。 

      ３月   条例改正により定員５７人となる。     

     １０月   日本道路公団から消防用移動無線機を貸与され、貸与救急自動車に設置する。 

 

昭和４５年 ６月   社団法人日本損害保険協会から消防ポンプ車１台の寄贈を受け、「火災保険号 

焼津」と命名する。 

     １０月   ジャスコ株式会社より消防監視用テレビジョン装置の寄贈を受け、消防署通 

信室に設置する。 

     １１月   救急自動車のサイレンが電子式（ピーポーサイレン）に切り替わる。 

     １１月   消防無線ナロー化に伴い新機種に変更し、周波数１４９．６１ＭＨＺ 

に変更する。 

 

昭和４８年 ４月   条例改正により定員６５人となる。 

            ５月   南分遣所の隣接地７５３平方メートルの敷地を梯子車車庫建設用地として買 

収する。 

      ７月   静岡県共済農協連合会志太支部から救急自動車１台（３Ｂ型）の寄贈を受け 

る。 

     １２月   山之内製薬株式会社から救急自動車１台（２Ｂ型）の寄贈を受ける。 

     １２月   国庫補助事業により梯子付消防ポンプ自動車（３０メートル級）１台を購入 

する。 

 

昭和４９年 １月   南分遣所庁舎に隣接して梯子車車庫を建築する。 

           鉄骨平屋建て延べ面積１５０平方メートル 

      ３月   消防庁長官より竿頭授を受章する。 

      ４月   志太広域市町村計画に基づき「大井川町と焼津市との間の消防事務の委託に 

関する規約」により、大井川町の常備消防業務を受託し同日から、大井川町 

宗高の大井川町消防団第２分団詰所を焼津市消防署大井川分署（仮分署）と 

して開署、職員４人を配置し、暫定的に業務を開始する。 

           焼津市消防署に関する規程の一部改正により南分遣所を小川分署に、北分遣 

所を駅北分署に名称変更する。 
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   年 月                   沿  革                 

昭和４９年 ４月   日本道路公団より貸与されていた救急自動車が「救急自動車使用賃借契約」 

解除により無償払下げとなる。 

           分団再編成により消防団定員４３７人を３５０人に改めるとともに行 

           政区域を３つの区域に分け、北部、中部、南部の各方面隊組織に編成した。  

      ７月   大井川分署に車両３台（消防自動車１台、救急自動車１台、軽四輪車１台） 

と職員６人増員し、合計１０人となり本格的に大井川町における消防業務を 

開始する。 

      ８月   市内有志５人から軽四輪車１台の寄贈を受け、これを「ひまわり号」と命名、 

消防事務に活用する。 

     １２月   建設中の大井川分署が竣工し、仮分署から移転、業務を開始する。 

           大井川町宗高９８９番地の１ 鉄骨折板葺平屋建て 外壁へーベルライト  

延べ面積３００平方メートル（仮眠室６０平方メートル、事務室９０平方メ 

ートル、車庫１５０平方メートル、自転車置場兼倉庫１６平方メートル） 

  

昭和５０年 ４月   条例改正により職員定数８０人となる。 

           ３代消防署長に深田良郎氏が就任する。 

      ８月   消防署の機構改革に伴い駅北分署を廃止し、消防署に統合、又消防本部事務 

室を本町二丁目１番１７号（消防署２階）から石津７２８番の２（小川分署 

３階）に移転する。 

昭和５１年 ４月   条例改正により職員定員８５人となる。 

４月   ４代消防団長に實石佐一氏が就任する。 

７月   富士自動車工業より運搬用トラック１台の寄贈を受け「富士２号」と命名、 

消防署に配置する。 

           消防団第２分団の消防ポンプ自動車を更新する。 

８月   ５代消防長に加藤舜氏（専任）が就任する。 

           富士自動車工業より軽四輪車１台の寄贈を受け、これを「富士号」と命名、 

消防事務に活用する。 

           消防団事務が市長部局から消防本部へ移管される。 

           第１０分団 木造平屋建て １６．１４平方メートル 

           第１３分団 木造平屋建て １２．４２平方メートル 

       

昭和５３年 ２月   地震対策用としてロータリークラブより組立水槽（２立方メートル）２基の 

寄贈を受け、消防署及び小川分署に配置する。 

      ４月   ６代消防長に深田良郎氏、４代消防署長に近藤金夫氏が就任する。 

      ５月   一般家庭防火訪問を開始する。対象世帯 ３万１千余世帯（大井川町含む） 

      ５月   消防団第６分団の消防ポンプ自動車を更新する。 

      ６月   昭和通り商店街及び本町商店街の消火器共同設置事業を助成する。 

           昭和通り商店街 ５１本   本町商店街 １５本 

      ６月   消防団第１２分団の消防ポンプ自動車を更新する。 

      ９月   消防団第６分団車庫及び詰所を建築する。 

           浜当目２３０番地の１  鉄骨木造２階建て３９．２６平方メートル 

      ９月   ＶＩＰ通信一斉指令装置を導入する。 

     １０月   消防団第１２分団車庫及び詰所を建築する。 

           中根新田１７４番地   鉄骨一部木造２階建て３８．０６平方メートル 

 

昭和５４年 ３月   石油貯蔵施設立地対策等交付事業により指令車を購入し、消防署に配置する。 

      ６月   消防団第１４分団の消防ポンプ自動車を更新する。 

      ７月   東名高速道路下り線１６９．１ＫＰ付近の日本坂トンネル内で車両火災が発 

生、死傷者数９人、車両１８９台が焼損し８日間にわたり防禦活動に従事す 

る。 
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   年 月                   沿  革                 

昭和５４年 ９月   社団法人日本損害保険協会より消防ポンプ自動車１台の寄贈を受け消防署に 

配置する。 

     

     １１月   石油貯蔵施設立地対策等交付事業により消防団第１５分団詰所を建築する。 

           田尻北１６２４番地の１０４ 木造平屋建て １４．９平方メートル 

     １１月   消防団第７分団車庫及び詰所を建築する。 

           坂本９７３番地 軽量鉄骨一部木造平屋建て ４０．６平方メートル 

 

昭和５５年 ２月   消防施設用地として石津７３０番地ほか２，４１６．８２平方メートルの用

地を取得造成し、消防訓練場とする。 

      ３月   消防庁長官定例表彰において表彰旗を受賞する。 

      ４月   消防本部に関する規則の一部改正により危険物係を設け、消防本部４係体制 

となる。 

      ６月   小川分署を消防署に、消防署を新屋分署に名称変更する。 

      ９月   東名日本坂トンネル内車両火災における災害防御に対し、内閣総理大臣表彰 

を受賞する。 

     １１月   社団法人日本自動車工業会より救急自動車の寄贈を受け、新屋分署に配置す 

る。  

                 消防本部車庫を建築する。 

           石津７２７番地の４ 鉄骨スレート折板葺平屋建て５９．６４平方メートル 

           消防団第１４分団車庫及び詰所を建築する。 

           田尻２００２番地  鉄骨一部木造平屋建て５４．８１平方メートル 

     １２月      消防団第８分団車庫及び詰所を建築する。 

           小土１１５４番地の１  鉄骨鉄板折板葺平屋建て３６．７２平方メートル 

 

昭和５６年 ２月    石油貯蔵施設立地対策等交付事業により人員輸送車を購入し消防署に配置す 

る。 

      ４月      ７代消防長に梅原十兵衛氏が就任する。 

      ７月      消防団第３分団及び第８分団の消防ポンプ自動車を更新する。 

      ９月      日本消防協会より救助機材運搬車の寄贈を受け「救助工作車」と命名、消防 

署に配置する。 

     １１月   消防用無線機を購入、人員輸送車及び救助工作車に積載する。 

           救急法指導用人形「レコーディングレサシアン」を購入する。 

 

昭和５７年 １月   消防自動車（化学車、３号車、５号車）にホースカーを積載する。 

      ２月   石油貯蔵施設立地対策等交付事業により軽四輪車２台を購入し、新屋分署及 

び大井川分署に配置する。 

           消防団第１分団、第１１分団の車庫及び詰所を建築する。 

           第１分団   城之腰１３４番地の２ 

            鉄骨造２階建て 延べ面積４７．８平方メートル 

           第１１分団  石津港町３の１５ 

            鉄骨造２階建て 延べ面積４７．８平方メートル 

      ４月   新屋分署、大井川分署に分署長を配置する。 

      ６月   消防署に防火指導車を配置する。 

      ８月   消防団全車両に消防無線傍受用受令機を取り付ける。 

      ９月   消防団分団長以上に消防無線傍受用受令機を貸与する。 

     １０月   消防団第２分団車庫及び詰所を建築する。 

           焼津二丁目７の１  鉄骨スレート葺２階建て 延べ面積４８平方メートル 
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   年 月                   沿  革                 

昭和５７年１１月   市町村消防施設等整備費補助事業により水槽付消防ポンプ自動車を購入し、 

消防署に配置する。 

           広報車を購入し、消防署に配置する。 

 

昭和５８年 ３月   耐震用防火井戸３基設置する。（保健センター、三和チビッコ広場、港公民館） 

      ５月   消防団各分団に分団旗を貸与する。 

     １０月   市町村消防施設等整備費補助事業により消防団第７分団の消防ポンプ自動車 

を更新する。 

     １２月   石油貯蔵施設立地対策等交付事業により消防署の救急自動車を更新する。 

 

昭和５９年 １月   民生安定施設整備費補助事業により新屋分署の消防ポンプ自動車を更新する。 

      ３月   石油貯蔵施設立地対策等交付事業により化学消防自動車を大井川町にて購入 

し、大井川分署に配置する。 

      ３月   消防団第７分団車庫を建築する。 

           吉津７８番地の１  鉄骨スレート平屋建て２３．１９平方メートル 

      ４月   ５代消防署長に石野廣秋氏が就任する。 

      ７月   大井川分署の救急自動車を更新する。 

      ９月   消防団第４分団、第１１分団の消防ポンプ自動車を更新する。 

     １１月   消防署東分署を建築する。（新屋分署は廃止する。） 

           焼津６丁目５番１８号 

           鉄骨鉄筋コンクリート２階建て 延べ面積６６５．４１平方メートル 

     １２月   大震火災対策施設等整備費補助事業により耐震用防火井戸３基を設置する。        

（第１区公会堂、塩津団地、那閉神社） 

 

昭和６０年 ３月   消防団旗を更新する。 

      ３月   石油貯蔵施設立地対策等交付事業により消防団第１３分団車庫及び詰所を建 

築する。 

           三和１０５５番地  鉄骨鉄板２階建て 延べ面積６６．２４平方メートル 

      ４月   ８代消防長に鈴木三樹男氏、６代消防署長に杉山文雄氏が就任する。 

 

昭和６１年 １月   石油貯蔵施設立地対策等交付事業により消防団第５分団の消防ポンプ自動車 

を更新する。 

           民生安定施設整備費補助事業により消防団第１３分団の消防ポンプ自動車を 

更新する。 

     １０月   市町村消防施設等整備費補助事業により小型動力ポンプ付積載車を購入し、 

消防団第７分団（吉津車庫）に配置する。 

     １１月   焼津市幼年消防クラブ及びママさん防火クラブを結成する。 

           市立４幼稚園（東益津、さつき、大富、和田各幼稚園） 

 

昭和６２年 ２月   石油貯蔵施設立地対策等交付事業により消防団第１分団の消防ポンプ自動車 

を更新する。 

      ３月   焼津市幼少年婦人防火委員会を設置する。 

           消防団第１５分団車庫及び詰所を下小田地区公会堂と併設して建築する。 

           下小田５６４番地  鉄骨造２階建て 延べ面積１１３．４平方メートル（内 

消防分は６０平方メートル） 

           大震火災等対策施設等整備費補助事業により耐震用防火井戸３基を設置する。 

（長久寺、１３分団、東分署） 

      ４月   ７代消防署長に山本倍男氏が就任する。 

      ６月   消防本部調査車を更新する。 

      ９月   高草山に防火水槽を設置する。（関方地先 コルゲート製 ２０立方メートル） 
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   年 月                   沿  革                 

昭和６３年 ２月   消防団第１分団、第６分団、第１４分団の各消防ポンプ車に消防用無線機を 

積載する。 

           民生安定施設整備費補助事業により水槽付消防ポンプ自動車を購入し東分署 

に配置する。 

      ３月   消防団第９分団車庫及び詰所を建築する。 

           小川２１５０番地  鉄骨造２階建て 延べ面積７４．９２平方メートル 

           石油貯蔵施設立地対策等交付事業により消防団第１５分団の消防ポンプ自動 

車を更新する。 

           大震火災対策施設等整備費補助事業により耐震用防火井戸３基を設置する。 

           （水天宮、大富小学校、市立総合病院） 

      ７月   消防資機材運搬車を更新する。 

     １２月   高草山に防火水槽を設置する。（野秋地先 コルゲート製 ２０立方メートル） 

           石油貯蔵施設立地対策等交付事業により防火指導車２台を購入する。 

 

平成 元年 ２月   消防団員等公務災害補償等共済基金の消防団員健康管理交付事業によりソフ 

トボールセットを購入し、１５分団及び団本部へ貸与する。 

      ３月   市町村消防施設等整備費補助事業（消防団活性化総合整備事業）により、消 

防団分団車庫及び詰所３棟を建築する。 

           鉄骨造２階建て  延べ面積７４．５２平方メートル 

           （第５分団  八楠５０３番地の２、第１０分団  小川１８６６番地の 

２、第１２分団  中新田５１７番地の１） 

      ３月   大震火災対策施設等整備費補助事業により耐震用防火井戸３基を設置する。 

              （神明宮、野外音楽堂、小柳津公会堂） 

      ４月   ９代消防長に松村幸一氏が就任する。 

           大井川町幼年消防クラブ及びママさん防火クラブを結成する。 

     １１月   社団法人日本損害保険協会より救助工作車の寄贈を受け更新する。 

 

平成 ２年 １月   高草山に防火水槽を設置する。（坂本地先 コルゲート製 １０立方メートル） 

      ２月   石油貯蔵施設立地対策等交付事業により消防団第２分団の消防ポンプ 

           自動車を更新する。 

            ２月   民生安定施設整備費補助事業により消防団第１２分団の消防ポンプ自動車を 

更新する。 

      ３月   定数条例の改正により消防職員定数を８５人から１０２人にする。 

           機構改革を実施し、消防本部課制導入により２課５係とするとともに 

           消防署の組織を見直し、消防係、救助救急係及び通信指令係を２係制とする。 

      ４月   分署長を管理職とし業務管理の強化を図る。   

     １０月   坂本林叟院前の防火水槽を改修し、有蓋にする。 

（貯水容量 ４０立方メートル） 

 

平成 ３年 ２月   高草山に防火水槽を設置する。 

           （花沢地先  コルゲート製 ２０立方メートル） 

      ２月   石油貯蔵施設立地対策等交付事業により消防団第６分団の消防ポンプ自動車 

を更新する。 

      ９月   財団法人日本消防協会より救急自動車の寄贈を受け更新する。 

     １０月   少年消防クラブを結成する。（小川小学校、東小学校、和田小学校） 

     １２月   高草山に防火水槽を設置する。（吉津地先 コルゲート製 ２０立方メートル） 

 

平成 ４年 ２月   市単独事業で水槽付消防ポンプ自動車を購入し、東分署へ配置する。 

           水 １，２００ℓ 電動式ホースカー搭載車 
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   年 月                   沿  革                 

平成 ４年 ３月   石油貯蔵施設立地対策等交付事業により消防団第１４分団の消防ポンプ自動 

車を更新する。 

           消防団活性化総合整備事業補助金（国庫補助金）の交付を受け消防団 

           第３分団車庫詰所を建築する。 

           本町２丁目１番１７号 鉄骨造２階建て 延べ面積７４．５２平方メートル 

           消防団第１１分団車庫詰所を増築する。 

           鉄骨造２階増築部１７．０２平方メートル延べ面積６４．８９平方メートル 

           静岡県消防団活動拠点整備費補助事業の交付を受け消防団第４分団車庫詰所 

を建築する。 

           駅北３丁目１１番１６号 鉄骨造２階建て 延べ面積７４．５２平方メートル 

      ３月   中規格に準拠する救急車を大井川町が購入し、大井川分署へ配置する。 

           平成元年度に高草山坂本地先へ設置した防火水槽（コルゲート製１０      

立方メートル）を周辺土砂崩壊のため緊急撤去する。 

      ４月   ８代消防署長に萩原傳氏が就任する。 

      ９月   全分団詰所に緊急連絡用として、一般電話を設置する。 

     １１月   消防団第９分団の消防ポンプ自動車を更新する。 

     １２月   石油貯蔵施設立地対策等交付事業により、消防本部指令車を更新する。 

 

平成 ５年 １月   地震対策として、東分署の一部を通信指令室に改造し、併せて通信システム 

の整備を図るため、通信指令台を導入、業務を開始する。 

      ３月   民生安定施設整備費補助事業により、はしご付消防自動車を更新する 

           （４輪操向、カニ操向型、３５メートル級） 

      ４月   １０代消防長に山本倍男氏が就任する。  

           ９代消防署長に櫻井孝夫氏が就任する。 

     １１月   市単独事業により消防団第１０分団の消防ポンプ自動車を更新する。 

     １２月   石油貯蔵施設立地対策等交付事業により消防本部人員輸送車を更新する。 

 

平成 ６年 ２月   周辺土砂崩壊のため緊急撤去した防火水槽（コルゲート製 １０立方メートル） 

を高草山坂本地先へ設置する。 

      ３月   静岡県消防団活動拠点施設整備事業により消防団第６分団車庫、詰所を建築 

する。 

           浜当目２丁目２３０－１ 鉄骨造２階建て 延べ面積７４．５２平方メートル 

      ４月     ５代消防団長に萩原幸雄氏が就任する。 

      ９月   焼津市幼少年婦人防火委員会を焼津市大井川町幼少年婦人防火委員会と名称 

変更する。 

     １２月   石油貯蔵施設立地対策等交付事業により、消防署広報車を更新する。 

 

平成 ７年 ３月   消防団活動拠点施設整備事業補助金（県費）により、消防団第７分団車庫詰 

所を建築する。 

            坂本９７３番地（林叟院借地）鉄骨造２階建て 延べ面積９２．７平方メー 

トル 

３月   水槽付消防ポンプ自動車の更新として、消防防災設備整備費補助金（国庫） 

     及び、静岡県大震災対策施設等整備費補助金により小型動力ポンプ付水槽車 

（水１０立方メートル）を購入し、東分署に配置する。 

     １２月   救急業務高度化事業として、消防防災設備整備費補助金（国庫）により高規 

           格救急自動車１台及び高度救命処置用資機材一式を整備し、消防署へ配置す 

る。 

           心電図伝送受信装置を焼津市立総合病院へ設置する。 
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   年 月                   沿  革                 

平成 ８年 １月   高規格救急車の試験運用を開始する。 

           石油貯蔵施設立地対策等交付事業により消防無線機を更新する。 

           （車載１０Ｗ ２台、携帯５Ｗ ４台） 

      ３月   消防署に全自動酸化エチレンガス滅菌器等を整備し、滅菌業務を開始する。 

           地震対策緊急整備事業として、消防防災施設整備費補助金及び静岡県大震火 

災対策施設等整備費補助金により、６０立方メートル級耐震性防火水槽４基 

を設置する。（大村公園、小川北公園、八反田公園、港公園） 

      ４月   消防署救急隊を専従制とし、高規格救急自動車の正式運用を開始する。 

           広域情報交換等を目的として焼津市消防本部及び藤枝市消防本部の間に二市 

消防本部連絡会が発足する。 

           国際ソロプチミスト焼津より、普通ステーションワゴン車の寄贈を受け防災 

指導車と命名し、消防本部へ配置する。 

      ９月   焼津市の防災拠点施設として、一部国土庁の地域防災拠点施設整備モデル事 

業補助金を受けて焼津市消防防災センターの基本、実施設計に着手する。 

     １０月   消防事務の円滑な運営と職員間の意見疎通を図るため、消防職員委員会が発 

足する。 

     １１月   人命検索用ファイバースコープ１セット及び化学防護服２セットを購入し、 

消防署へ配置する。 

     １２月   石油貯蔵施設立地対策交付事業により消防無線機を更新する。 

           （車載１０Ｗ ２台、携帯５Ｗ ４台） 

     １２月   可搬式消防ポンプ及び救助用資機材を購入し、消防団各分団へ配置する。 

 

平成 ９年 ２月   化学消防ポンプ自動車の更新用として救助用資機材を積載した、消防ポンプ 

自動車(ＣＤ－Ⅱ)を大井川町が購入し、大井川分署へ配置する。 

           消防ポンプ自動車の更新として民生安定施設整備補助事業により化学 

           消防ポンプ自動車Ⅱ型を購入し、消防署へ配置する。 

           消防防災施設整備費補助金及び静岡県大震火災対策施設等整備費補助金によ 

り６０立方メートル級耐震性防火水槽３基を設置する。 

           （塩津公園、三ケ名団地公園、東分署） 

           消防防災センターの基本・実施設計業務が完了する。 

      ５月   国土庁の地域防災拠点施設整備モデル事業補助金を受け、焼津市消防 

           防災センター建築工事、電気設備工事及び給排水衛生設備工事の仮契約をし、 

６月１９日に本契約を締結する。 

      ７月   焼津市消防防災センターに係る建設工事監理業務契約を締結する。 

      ８月   消防訓練施設設計委託業務契約を締結する。 

      ９月   消防防災センター用地を新たに３，２９３．４１平方メートル購入し敷地面 

積が５，９９３．３平方メートルとなる。 

     １０月   焼津市消防防災センター昇降機設備工事契約を締結する。 

     １２月   焼津市消防吏員の服制等に関する規則を改正し、略衣を難燃材とし、略帽は 

アポロキャップ型とする。 

 

平成１０年 １月   消防防災設備整備費補助金により消防団第３・第８分団の消防ポンプ自動車 

及び消防用無線機を更新する。 

      ２月   石油貯蔵施設立地対策等交付事業により消防無線機を更新する。  

           （車載１０Ｗ １台、携帯５Ｗ ５台） 

      ３月   化学防護服２セットを購入し、消防署へ配置する。 

           消防防災施設整備費補助金及び静岡県大震火災対策施設等整備費補助金によ 

り６０立方メートル級耐震性防火水槽３基を設置する。 

           （駅前小公園、小屋敷公園、すみれ台中央公園） 

           定数条例の改正により消防職員定数を１０２人から１０６人にする。 
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   年 月                   沿  革                 

平成１０年 ４月   組織改革に伴い、「焼津市消防本部」を「焼津市消防防災局」に「管理課」を 

「総務企画課」に「総務係」を「庶務係」に改め、新たに「防災係」を設け 

る。予防課の「予防係」と「指導係」を統合して「予防指導係」とする。 

           １１代消防長に深田勝氏が就任する。 

           １０代消防署長に増田静夫氏が就任する。 

      ６月   消防防災緊急情報システムソフト開発委託業務契約を締結する。 

           防災学習室展示工事契約を締結する。 

      ８月   消防訓練塔建設、電気設備及び給排水設備工事契約を締結する。 

           消防防災センター汚水処理設備工事契約を締結する。 

           消防防災緊急情報システム機器購入及び発信地表示システム機器購入 

           仮契約を締結し、９月議会を経て１０月２日に本契約を締結する。 

      ９月   消防防災センター付属棟建設工事契約を締結する。 

     １０月   焼津市大井川町幼少年婦人防火委員会が日本防火協会より優良クラブ表彰を 

受賞する。 

           消防防災センターが竣工する。 

           鉄骨鉄筋コンクリート４階建 延床面積５，８１２．２１５平方メートル 

     １２月   消防防災センター外構工事契約を締結する。 

           消防防災センター屋外電気設備工事契約を締結する。 

 

平成１１年 １月   化学防護服一式を購入し、消防署へ配置する。 

２月   消防防災施設整備費補助金及び静岡県大震火災対策施設等整備費補助金によ 

り６０立方メートル級耐震性防火水槽２基を設置する。 

           （本町南公園、焼津市消防防災センター） 

      ３月   消防防災訓練センターが竣工する。 

           Ａ棟（主棟）鉄筋コンクリート６階建、延べ面積３３２．０８平方メートル 

           高さ１８．９メートル Ｂ棟（副棟）鉄骨造３階建、延べ面積１４４．５１ 

平方メートル高さ１３．３４メートル 

           Ｃ棟（副棟）鉄骨造３階建、延べ面積１６５．２６平方メートル高さ１０． 

４０メートル 

           消防防災設備整備費補助金により地域防災無線を整備する。 

           消防団活動拠点施設整備費補助金（県補助金）により消防団第１３分 

           団車庫詰所を建築する。（県道志太幹線道路拡張幅による移転） 

           三和１１５番地の１ 鉄骨造２階建  延べ面積７４．５２平方メートル 

           石油貯蔵施設立地対策事業交付金により消防無線機を更新する。 

           （携帯５Ｗ ７台） 

           焼津市大井川町危険物安全協会より軽自動車の寄贈を受け保安指導車と命名 

し、消防防災局へ配置する。 

           消防防災設備整備費補助金及び静岡県大震火災対策施設等整備費補助金によ 

り消防緊急通信指令施設（Ⅱ型）を消防防災緊急情報システムとして整備す 

る。 

           消防防災センター落成式典を挙行する。 

           消防通信指令施設を消防防災緊急情報システムに切り替え、消防防災センタ 

ーで消防防災局業務を開始する。 

      ４月   消防防災センターを供用開始する。 

           焼津市消防団に女性消防隊（隊員１５人）が発足する。 

      ７月   旧消防庁舎の解体が完了する。 

     １２月   石油貯蔵施設立地対策等交付事業により、消防用無線機を更新する。 

              （携帯５Ｗ ９台） 
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   年 月                   沿  革                 

平成１２年 １月   市町村消防設備整備費補助事業により消防団第７分団の消防ポンプ自動車及 

び消防用無線機を更新する。 

      ２月   消防防災施設整備費補助金及び静岡県大震火災対策施設等整備費補助金によ 

り６０立方メートル級耐震性防火水槽２基を設置する。 

           （中港公園、小川一丁田公園） 

      ３月   高規格救急自動車を大井川町が購入し、大井川分署へ配置する。 

      ４月   １１代消防署長に近藤功氏が就任する。 

 

平成１３年 １月   消防用無線機１０Ｗ車載型（やいづ７２）１台を更新する。 

   消防防災施設整備費補助事業及び災害対策総合整備事業補助金（県費）によ 

           り６０立方メートル級耐震性貯水槽２基を設置する。（くすのき公園、石津岡 

公園） 

２月   救急業務高度化事業として、市町村消防設備整備費補助金（国庫）により高 

     規格救急自動車１台及び高度救命処置用資機材１セットを整備し東分署へ配 

置する。 

           市町村消防設備整備補助事業により消防団第４・第１１分団の消防ポンプ自 

動車及び消防用無線機を更新する。 

           石油貯蔵施設立地対策等交付金事業により消防防災局の調査車（調査１）を 

更新する。 

      ３月   指揮車（指揮３）を大井川町が購入し、大井川分署に配置する。 

      ４月   職員が一丸となって業務に責任と意欲をもって取り組むよう現在の執行体制 

を係制から担当制に改める。 

           海岸・河川等の水域における水難事故に対応するため水難救助班を編成する。 

      ５月   二市消防連絡会に島田市・北榛原地区衛生消防組合島田消防本部が加わり、 

三市消防連絡会となる。                                                                               

     １０月   第２１回全国豊かな海づくり大会にご臨席の天皇・皇后両陛下が、途中消防

防災センターに静岡県水産行政視察のため、お立ち寄りになる。 

 

平成１４年 ２月   石油貯蔵施設立地対策等交付金事業により消防用無線機車載型１０Ｗ（やい 

づ６１・７３・７４）３台を更新する。 

   市町村消防設備整備補助事業により消防団第５・第１３分団の消防ポンプ自 

動車及び消防用無線機を更新する。 

 

２月   市町村消防設備整備補助事業により消防署の消防ポンプ自動車を更新する。 

４月   焼津市消防職員の制服等に関する規則の一部を改正し、活動服、盛夏服等を 

新基準とする。 

           １２代消防長に北川俊彦氏が就任する。 

 

平成１５年 １月   石油貯蔵施設立地対策等交付金事業により消防用無線機車載型１０Ｗ              

           （やいづ７１・７５・７６）３台を更新する。 

      ２月   消防防災等設備整備費（市町村消防設備）補助事業により消防署の救助工作 

車（Ⅱ型）及び救助資機材一式を更新、増強する。 

      ３月   消防防災等設備整備費（市町村消防設備）補助事業により消防団第１分団の 

消防ポンプ自動車及び消防用無線機を更新する。 

１１月   消防防災等設備整備費（市町村消防設備）補助事業により消防団第７分団（吉 

津）の消防ポンプ自動車及び消防用無線機（車載型５Ｗ）を更新する。 

 

平成１６年 ３月   石油貯蔵施設立地対策等交付金事業により消防団第１４分団車庫詰所を建て 

替える。 

           田尻２００２番地 鉄骨２階建 延べ面積７４．５２平方メートル 
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   年 月                   沿  革                 

平成１６年 ３月   石油貯蔵施設立地対策等交付金事業により、化学消防ポンプ自動車（Ⅱ型） 

を大井川町が購入し、大井川分署へ配置する。 

４月   規程の一部改正により救急管理室長及び通信指令室長を設け、管理職とし業 

務管理の強化を図る。 

１３代消防長に松田行雄氏が就任する。 

１２代消防署長に内藤博司氏が就任する。 

６代消防団長に石野恵一氏が就任する。 

 

平成１７年 ２月   消防防災設備整備費補助事業により消防署の高規格救急自動車を更新する。 

３月   石油貯蔵施設立地対策等交付金事業により消防団第８分団車庫詰所を建て替 

える。小土１１５４－１ 鉄骨造２階建 延べ面積７４．５２平方メートル 

           大井川分署を大井川町が建設し、落成式を挙行する。 

      ４月   大井川分署新庁舎の供用を開始する。 

           大井川町宗高９０９番地の１、鉄筋コンクリート２階建、塔屋付、建築面積 

８０１．２５平方メートル、延べ床面積１，３９６．８９平方メートル  

１２月   市民生活の安全確保と多様化する災害に対応すべく消防組織体制の強化を図 

るため、定数条例の改正により消防職員定数を１０６人から １２７人に改 

める。 

 

平成１８年 ２月   石油貯蔵施設立地対策等交付金事業により消防団第１５分団車庫詰所を立て 

替える。 

           田尻北６８２－３ 鉄骨造２階建て 延べ面積７４．５２平方メートル 

      ３月   携帯電話からの１１９番直接受信が可能となる。 

       ４月     １３代消防署長に長谷川主税氏が就任する。 

焼津漁港海岸陸閘操作管理協定書の締結に伴い海岸陸閘の操作の運用を開始 

する。 

           住民の救命体制を推進充実するため、まちなか救急ステーション標章交付制 

度を発足する。 

   大規模災害時などにおける後方支援を充実するため、消防防災局ＯＢ災害協 

力隊を設立する。 

 

平成１９年 ２月   石油貯蔵施設立地対策等交付金事業により消防団第１１分団車庫詰所を立て 

替える。石津向町２５－１６ 鉄骨造２階建て 延べ面積７４．５２平方メ    

ートル 

３月   高規格救急自動車を大井川町が購入し、大井川分署へ配置する。 

           緊急消防援助隊設備整備費補助事業により災害対応特殊水槽付消防ポンプ自 

動車Ⅱ型を更新、消防署東分署へ配置する。 

４月   情報指令業務の強化を図るため組織改革により、消防署の通信指令室を情報 

指令課として本部組織に設置する。 

１４代消防長に増田洋氏が就任する。 

            ９月   静岡県大規模地震対策総合支援事業補助金により災害情報提供システムを構 

築し、消防防災専用ホームページを開設する。 

     １０月   東分署の指揮２号車及び消防防災局の防火指導車を更新する。 

 

 

平成２０年 ３月   石油貯蔵施設立地対策等交付事業により消防団第１５分団の消防ポンプ自動 

車を更新する。 

４月   島田市及び川根本町より消防通信指令事務の委託を受け、１１９番による災 

害通報の受付、出動指令及び関係機関への情報通報等の業務を開始する｡ 

           携帯電話、ＩＰ電話による１１９番通報の対応強化を図るため、位置情報通 

知システムを導入する。 
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   年 月                   沿  革                 

平成２０年 ４月   消防団と事業所等との連携及び協力体制の強化を図るため、焼津市消防団協 

力事業所表示制度を創設する｡ 

１１月   焼津市と大井川町が合併し、新たな焼津市が誕生する。 

           合併に伴い、消防防災局総務企画課防災担当から、消防防災局防災課へ組織 

改正し業務を開始する。 

           消防団組織の合併に伴い、旧焼津市の第１分団から第１５分団と、旧大井川 

町の第１分団から第３分団が統合し、焼津市消防団第１分団から第１８分団 

となり、４方面隊体制となる。 

           焼津市消防団初代消防団長に石野恵一氏が就任する。 

平成２１年 ２月   石油貯蔵施設立地対策等交付金事業により消防団第１７分団に、水槽付消防 

ポンプ自動車を配備する。 

      ３月   石油貯蔵施設立地対策等交付金事業により消防団第１２分団に、消防ポンプ 

自動車を配備する。 

      ４月   旧大井川分署が焼津市大井川消防署に格上されたことに伴い、焼津市消防署 

が焼津市焼津消防署に、焼津市消防署東分署が焼津市焼津消防署東分署に名 

称変更となった。 

           １５代消防長に長谷川主税氏が就任する。 

           １４代焼津消防署長に種石愼一氏が就任する。 

           初代大井川消防署長に山下慎一氏が就任する。 

平成２２年 ２月   地域活性化臨時交付金事業により、焼津消防署東分署の救急２号車を更新す 

る。  

           石油貯蔵施設立地対策等交付金事業により、消防団第２分団に消防ポンプ自 

動車を配備する。 

      ４月   １５代焼津消防署長に西尾正巳氏が就任する。 

焼津市消防団２代消防団長に秋山光雄氏が就任する。 

      ８月   焼津市と藤枝市の地域住民の安心・安全の更なる強化と、より効率的な消防 

の広域化を実現させるため「志太２市広域消防推進協議会」を設立する。 

 

平成２３年 ２月   日本消防協会より、焼津市消防団が特別表彰「まとい」を受章する。 

 消防庁長官表彰、日本消防協会、会長表彰旗受章、全国消防操法大会の優秀 

な成績及び日頃の活動が認められ受章する。 

           緊急消防援助隊設備補助金及び大規模地震対策等総合支援事業補助金により 

焼津消防署東分署の災害対応特殊化学消防ポンプ自動車（化学２号車）を更 

新する。 

石油貯蔵施設立地対策等交付金事業により、消防団第６分団に消防ポンプ自 

動車を配備する。 

      ３月   東日本大震災に伴い緊急消防援助隊として出動する。 

            ３月１１日から４月１日までの２１日間にかけ、６陣延べ４４人の消防隊員 

を福島県に派遣、活動区域は、いわき市及び相馬市において、消防活動並び 

に人命救助活動に従事する。 

１０月   全国消防長会より、焼津市消防防災局が東日本大震災に際し、緊急消防援助 

      隊として出動した積極果敢な消防活動の功績に対し表彰を受ける。 

１１月   総務大臣より、焼津市消防防災局が東日本大震災に際し、緊急消防援助隊の 

           派遣及び懸命な消防応援活動の遂行に対しての功績を讃えられ表彰を受ける。 

４月   ２代大井川消防署長に山川昇氏が就任する。 

 

平成２４年 ２月   全国共済農業雇用同組合連合会より高規格救急車１台が寄贈され、艤装・資 

機材を整備し、焼津消防署に配置する。                                 

      ３月   石油貯蔵施設立地対策等交付金事業により、消防団第９分団に消防ポンプ自 

動車を配備する。 
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   年 月                   沿  革                 

平成２４年 ４月   焼津市の組織改正により消防本部名が焼津市消防防災局から焼津市消防本部 

に変更となる。 

１６代消防長に村松正直氏が就任する。 

３代大井川消防署長に瀧下和美氏が就任する。 

       

平成２５年 ３月   石油貯蔵施設立地対策等交付金事業により、消防団第１４分団に消防ポンプ 

自動車を配備する。 

           消防・救急広域化により焼津市消防本部解散。       
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【消防のあゆみ】 
志太消防本部 

   年 月                    沿  革                 

平成２５年 ３月   志太広域事務組合志太消防本部発足（3 月 31 日） 

旧藤枝市消防本部と旧焼津市消防本部が統合し、藤枝市、焼津市の消防救急 

を管轄する消防本部となる。 

                 １本部 ４課（消防総務課・予防課・消防指導課・情報指令課） 

２署 ４分署  職員２４９名（定数２６０名） 

消防本部は、藤枝市稲川 200 番地の 1 とし、情報指令課は、焼津市石 

津 728 番地の 2 に設置した。 

藤枝市及び焼津市を管轄とする消防指令システムの運用開始。 

 

平成２６年 ２月   防衛施設周辺消防施設設置助成事業補助金により、大井川分署に水槽付消防 

ポンプ自動車Ⅱ型１台を更新配備した。 

高規格救急車１台を南分署に更新配備した。 

       ４月   職員１４名を採用し２４８名となる。 

 

平成２７年 ２月   石油貯蔵施設立地対策等交付金事業により、指揮車１台を焼津署に更新配備

した。 

       ３月   高規格救急車１台を焼津署に更新配備した。 

救助工作車Ⅲ型１台を藤枝署に更新配備した。 

藤枝消防署に高度救助隊を創設した。 

       ４月   職員１０名（うち女性１名）を採用し２５２名となる。 

           警防課を新設し、消防指導課を廃止する。 

           予防課を焼津市消防防災センターへ移転した。 

     １０月   防衛施設周辺消防施設設置助成事業補助金により、焼津署に水槽付消防 

           ポンプ自動車Ⅱ型１台を更新配備した。 

 

平成２８年 ３月   防衛施設周辺消防施設設置助成事業補助金により、焼津署に水槽付消防 

ポンプ自動車Ⅱ型１台を更新配備した。 

緊急消防援助隊設備整備費補助事業により、焼津署に消防支援車トラックⅡ 

型を配備した。 

南分署に水槽付消防ポンプ自動車Ⅱ型１台を更新配備した。 

石油貯蔵施設立地対策等交付金事業により、消防本部に消防指令車を更新 

配備した。 

      ４月   職員８名を採用し２５１名となる。 

 

平成２９年 ２月   防衛施設周辺消防施設設置助成事業補助金により、大井川分署に高規格救急 

車を更新配備した。 

           藤枝署に梯子付消防自動車を更新配備した。 

３月   石油貯蔵施設立地対策等交付金事業により、藤枝署に消防指揮車を更新配備 

した。 

      ４月   職員１１名（うち女性職員１名）を採用し２５４名となる。 

 

平成３０年 ２月   石油貯蔵施設立地対策等交付金事業により、消防本部に人員輸送車を更新配 

備した。 

           南分署に広報車を更新配備した。 

      ３月   防衛施設周辺消防施設設置助成事業補助金により、焼津署に救助工作車Ⅲ型

を更新配備した。 

      ４月   職員８名を採用し２５６名となる。 

           焼津消防署に高度救助隊を創設した。 

 



25 

 

   年 月                    沿  革                 

平成３１年 ２月   一部事務組合等防災力充実強化総合支援事業費補助金審査会事業により、 

焼津署に屈折はしご付き消防ポンプ自動車を更新配備した。 

           北分署に高規格救急車を更新配備した。 

           石油貯蔵施設立地対策等交付金事業により、藤枝署に調査車を更新配備した。 

      ３月   北分署に広報車を更新配備した。 

      ４月   職員７名（うち女性職員１名）を採用し２５７名となる。 

 

令和 ２年 ２月   石油貯蔵施設立地対策等交付金事業により、南分署に高規格救急車を更新 

配備した。 

           消防本部に広報車を更新配備した。 

３月   一部事務組合等防災力充実強化総合支援事業費補助金審査会事業により、 

北分署に水槽付消防ポンプ自動車を更新配備した。            

      ４月   職員８名を採用し２６０名となる。 

     １２月   令和２年度消防・救急体制整備費補助金（東京オリンピック競技大会及び東

京パラリンピック競技大会）事業により、化学防護服５着及び止血帯一式を整

備した。 

 

令和 ３年 ２月   防衛施設周辺消防施設設置助成事業補助金により、東分署に高規格救急自動

車を更新配備した。 

石油貯蔵施設立地対策等交付金事業により、藤枝署に高規格救急車を更新配 

備した。 

焼津署に高規格救急自動車を更新配備した。 

藤枝署に支援車Ⅱ型用コンテナを配備した。 

新型コロナウイルス感染対策のため、全ての高規格救急車にオゾン発生器を 

整備した。 

      ３月   一部事務組合等防災力充実強化総合支援事業費補助金審査会事業により、 

藤枝署に大型水槽自動車を更新配備した。            

      ４月   職員４名（うち女性職員１名）を採用し２６５名となる。 

      ７月   ７月３日に熱海市内で発生した土砂災害に伴い、静岡県消防相互応援協定に

基づく応援隊の派遣について、令和３年８月３日までの間、合計 43 隊 163 名

の職員を派遣し、救助活動を実施した。 

           令和３年度消防・救急体制整備費補助金（東京オリンピック競技大会及び東

京パラリンピック競技大会）事業により、オゾンガス除染装置３台及び感染防

止資機材一式を整備した。 

 

令和 ４年 １月   石油貯蔵施設立地対策等交付金事業により、消防本部に調査車を更新配備し 

た。 

      ２月   消防本部に連絡車を更新配備した。 

      ３月   地震・津波対策等減災交付金審査会事業により、東分署に消防ポンプ自動車

を更新配備した。 

      ４月   職員５名を採用し２６８名となる。 

     １２月   ライブ通報１１９の運用を開始した。 

 

令和 ５年 １月   石油貯蔵施設立地対策等交付金事業により、大井川分署に広報車を更新配備

した。 

      ３月   ３月１１日に志太消防本部の設立１０周年を記念し「記念式典」及び「消防署

開放デー２０２３」を開催した。 

地震・津波対策等減災交付金審査会事業により、藤枝消防署に高規格救急自動 

車を更新配備した。 

      ４月   職員６名（うち女性職員２名）を採用し、２６８名となる。 

      ５月   防衛施設周辺消防施設設置助成事業補助金により、大井川分署に化学消防ポ

ンプ自動車Ⅱ型を更新配備した。 
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【消 防 組 織 図】 

                                    （令和５年４月１日現在） 
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特殊消防救急第 3担当 
 

救助第 1担当 

救助第 2担当 

救助第 3担当 
 

救急第 1担当 

救急第 2担当 

救急第 3担当 

救急第 4担当 

救急第 5担当 

大井川分署長 

(消防司令長) 

総務担当 

人事企画担当 

財務担当 

地域消防担当 

情報指令第 1担当 

情報指令第 2担当 

情報指令第 3担当 

 

消防総務課長 

(消防監) 

消防第 1担当 

消防第 2担当 

消防第 3担当 
 

救急第 1担当 

救急第 2担当 

救急第 3担当 
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【分 掌 事 務】 

 
消防総務課 
(１) 消防の組織に関すること。 

(２) 消防職員の人事、表彰、服務、研修等に関すること。 

(３) 消防の文書の収発及び保存等に関すること。 

(４) 公印に関すること。 

(５) 消防関係の情報公開及び個人情報保護に関すること。 

(６) 消防の広報及び広聴に関すること。 

(７) 消防職員委員会に関すること。 

(８) 消防賞じゅつ金に関すること。 

(９) 消防長会に関すること。 

(10) 消防の予算に関すること。 

(11) 消防庁舎の維持管理に関すること。 

(12) 消防職員の被服貸与に関すること。 

(13) 消防職員の安全運転管理に関すること。 

(14) 他の課に属さないこと。 

 

予 防 課 

(１) 火災予防に係る施策の企画に関すること。 

(２) 建築物の許可及び確認の同意に関すること。 

(３) 火災の原因及び損害の調査に関すること。 

(４) り災証明及び火災統計に関すること。 

(５) 火災予防広報に関すること。 

(６) 立入検査に関すること。 

(７) 違反消防対象物の処理に関すること。 

(８) 防火対象物に設置する消防用設備等の検査及び指導に関すること。 

(９) 防火管理者及び防災管理者の指導育成に関すること。 

(10) 防火協力団体の育成指導に関すること。 

(11) 事業所の自衛消防等の育成指導に関すること。 

(12) 住宅防火対策に関すること。 

(13) 空地及び空き家の防火指導に関すること。 

(14) 指定数量未満の危険物及び指定可燃物の検査及び指導に関すること。 

(15) 静岡県事務処理の特例に関する条例（平成 11 年静岡県条例第 56 号）の規定による、液化石油 

ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和 42 年法律第 149 号）に基づく事務に関

すること。 

(16) 危険物製造所等の許可、認可、承認及び検査並びに指導に関すること。 

(17) 危険物施設等の査察及び違反処理に関すること。 

(18) 危険物に係る事故原因の調査に関すること。 

(19) 火薬類取締法（昭和 25 年法律第 149 号）に基づく煙火の消費許可及び消防場所の立入検査に関

すること。 

(20) 静岡県事務処理の特例に関する条例の規定による、高圧ガス保安法（昭和 26 年法律第 204 号）

に基づく事務に関すること。 

(21) 危険物保安団体に関すること。 

(22) その他予防業務及び課内の庶務に関すること。 

 

警防課 

(１) 消防力の配備、運営及び消防計画に関すること。 

(２) 水火災、地震等の災害対策に関すること。 

(３) 警防本部の設置及び運営に関すること。 

(４) 防災関係機関との連絡調整に関すること。 
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(５) 特殊災害に関すること。 

(６) 消防地理及び水利の管理に関すること。 

(７) 火災警報に関すること。 

(８) 消防技術の研究、訓練及び指導に関すること。 

(９) 車両、消防機械、器具、機材等の配置、整備及び管理に関すること。 

(10) 緊急消防援助隊に関すること。 

(11) 消防相互応援協定等に関すること。 

(12) 業務継続計画に関すること。 

(13) 応急手当の指導及び普及に関すること。 

(14) 救急搬送証明書に関すること。 

(15) 救急・救助の統括管理に関すること。 

(16) 医療機関との連携に関すること。 

(17) 静岡県ＭＣ協議会及び志太榛原医療協議会との連絡調整に関すること。 

(18) 防災ヘリ及びドクターヘリの運用計画に関すること。 

(19) 広域医療及び高度医療に関すること。 

(20)  救急隊員の教育及び研修に関すること。 

(21)  予防救急に関すること。 

(22)  救急統計に関すること。 

(23)  救急活動に係る感染症及び感染防止対策に関すること。 

(24)  感染症患者の移送協力に関すること。 

(25)  県中部保健所との連絡調整に関すること。 

(26)  消防施設整備計画実態調査に関すること。 

(27)  その他警防、救急、救助業務及び課内の庶務に関すること。 

 

情報指令課 

(１) 災害通報の受信及び出動指令に関すること。 

(２) 指令管制業務に関すること。 

(３) 消防情報の収集及び伝達に関すること。 

(４) 関係機関への災害情報の連絡及び出動要請に関すること。 

(５) 関係団体への連絡に関すること。 

(６) 消防通信施設の整備及び維持管理に関すること。 

(７) 通信機器の高度化に係る企画立案に関すること。 

(８) 応援要請の伝達に関すること。 

(９) 職員招集の伝達に関すること。 

(10) 消防活動支援システムに関すること。 

(11) 陸閘（こう）設備及び同報無線の非常運用に関すること。 

(12) 警報及び災害情報の収集及び伝達に関すること。 

(13) 気象情報の収集及び伝達に関すること。 

(14) 静岡県医療情報ネットワーク及び静岡県総合防災情報ネットワークの運用に関すること。 

(15) 焼津港海岸安全伝達施設及び津波情報受信装置の運用に関すること。 

(16) 防災関係情報の非常伝達に関すること。 

(17) その他通信業務及び課内の庶務に関すること。 

 

消 防 署  

(１) 署員の研修、福利厚生及び安全衛生に関すること。 

(２) 公印の保管に関すること。 

(３) 文書の収受及び保管に関すること。 

(４) 署員の勤務計画及び訓練に関すること。 

(５) 庁舎及び備品の管理に関すること。 

(６) 署の予算の取りまとめに関すること。 

(７) 火災、水防その他災害の防御及び警戒に関すること。 

(８) 消防地理、水利の管理及び警防計画に関すること。 
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(９) 消防団との連絡共助に関すること。 

(10) 消防車両及び装備品の整備、運用及び管理に関すること。 

(11) 火災の原因及び損害の調査に関すること。 

(12) 火災の予防広報に関すること。 

(13) 指定数量未満の危険物、指定可燃物の検査及び指導に関すること。 

(14) 火薬類取締法（昭和 25 年法律第 149 号）に基づく煙火の消費場所への立入検査に関すること。 

(15) 立入検査に関すること。 

(16) 空地及び空き家の防火指導に関すること。 

(17) 事業所等の消防訓練の指導に関すること。 

(18) 各種届出の受理に関すること。 

(19) 救助業務に関すること。 

(20) 救急業務に関すること。 

(21) 応急手当の普及啓発及び指導に関すること。 

(22) その他消防業務に関すること。 

 

分  署 

(１) 前項第７号から第 22 号までに掲げる事務 

(２) 分署の庶務に関すること。 
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